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１ 策定の趣旨                          

市では、「滝沢市総合計画」に基づく政策を推進し、より柔軟に社会情勢

の変化等に対応し、財政の健全性を維持しながら持続可能な財政基盤を確立

するため、「滝沢市中期財政運営方針」を策定しています。  

この「中期財政運営方針」は、決算状況、事業の進捗状況、社会情勢の変

化、国・県の政策の動向等を鑑みて財政状況の推計を行う「中期財政見通し

」の内容に基づき、毎年度見直すこととしています。 

 

２ 市の財政状況                         

市の財政状況を示す主要な財政指標は、おおむね健全に推移しています。  

(別添「【資料１】滝沢市財政指標等分析表（一般会計）」参照) 

歳入において、一番大きな割合を占める市税について、令和６年度決算で

は市民税（個人分）の定額減税の影響もあり、前年度比約１億２，４００万

円（▲２．２％）の減となりました。今後の市税は、中心拠点に係る固定資

産税の増加が見込まれるものの、市生産年齢人口比率が減少傾向にあること

から、将来的には減少する見通しとなっています。 

 歳出において、高齢化の進展に伴う社会保障関係経費の増加や公共施設等

の老朽化への対策、甚大化・頻発化する自然災害への対策等、多額の経費を

要する状況となっています。このことに加えて、物価の上昇、労務単価の増

加、金利の上昇など、長らく経験してこなかった避けがたい歳出の増加に直

面しています。また、今後１０年以上の財政見通しにおいて、ごみ処理広域

化の施設整備に伴う負担金の増大や、老朽化した公共施設の大規模な改修や

建替が予定されるなど、より一層厳しい財政状況が続くことが見込まれます

。(別添「【資料２】今後１０年間の財政見通し（令和８年度～令和１８年度

）」参照） 

以上のことから、健全な財政運営を維持していくためには、各種取組を継

続していく必要があります。  
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３ 滝沢市中期財政運営方針                       

人口減少・少子高齢化時代においても、政策・施策を推進し、市民生活の

安全・安心を支え、将来にわたり持続可能な財政運営を継続していくため、

次の方針に基づいて財政運営を行います。  

 滝沢市中期財政運営方針                 

期間 令和８年度から令和１１年度までの４年間 

１ 効率的・効果的な事業の選択 

既存事業については、事業の効果や緊急性等に基づいて優先的に取り組

むべき事業の選択を徹底的に行い、限られた歳入を有効に活用します。ま

た、新規事業についても将来の財政状況に配慮した事業の選択を検討しま

す。 

 

２ 歳入の確保に向けた取組の推進 

これまでどおり市税等の収納率の維持に努め、安定的な自主財源の確保

に取り組むとともに、国の動向等を十分に見極めながら、財政措置のある

地方債や国等の補助制度を有効に活用します。また、歳入拡大の可能性を

検討します。 

 

３ 将来の財政負担の軽減・平準化 

中長期的な展望に立った持続可能な財政運営を推進するため、将来の財

政状況の推計を行い、後年に多大な財政負担が発生しないよう財政負担の

計画的な軽減・平準化に努めます。 

 

４ 基金の管理及び運用 

将来的に見込まれる大規模事業や自然災害・感染症等の不測の事態によ

る歳入の減少又は歳出の増加に備えて、基金の現在高が著しく減少するこ

とのないよう努めます。また、基金の運用収入の向上を図るため、金利の

動向に注視し、効率的な運用を検討します。 

 

５ 地方債の借入れ及び残高の適正管理 

市の諸課題に対応するための地方債の借入れは、今後の地方債残高の推

移を見込み、著しく残高が増加することがないよう事業の実施時期の平準

化に努めながら、国の財政措置のあるものを中心に幅広く検討します。  
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４　中期財政見通し（令和８年度～令和１１年度）

前年比 前年比 前年比

5,817 5,794 ▲ 0.4 % 5,810 0.3 % 5,815 0.1 % 

1,922 1,922 0.0 % 1,922 0.0 % 1,921 ▲ 0.1 % 

5,305 5,290 ▲ 0.3 % 5,440 2.8 % 5,671 4.2 % 

6,933 6,893 ▲ 0.6 % 7,699 11.7 % 7,171 ▲ 6.9 % 

1,938 1,035 ▲ 46.6 % 1,324 27.9 % 889 ▲ 32.9 % 

1,335 1,380 3.4 % 1,336 ▲ 3.2 % 1,336 0.0 % 

23,250 22,314 ▲ 4.0 % 23,531 5.5 % 22,803 ▲ 3.1 % 

12,935 12,143 ▲ 6.1 % 12,382 2.0 % 12,569 1.5 % 

人 件 費 3,359 3,551 5.7 % 3,594 1.2 % 3,609 0.4 % 

扶 助 費 6,936 7,115 2.6 % 7,290 2.5 % 7,474 2.5 % 

公 債 費 2,640 1,477 ▲ 44.1 % 1,498 1.4 % 1,486 ▲ 0.8 % 

1,151 1,494 29.8 % 2,826 89.2 % 1,655 ▲ 41.4 % 

9,914 9,281 ▲ 6.4 % 9,544 2.8 % 9,808 2.8 % 

24,000 22,918 ▲ 4.5 % 24,752 8.0 % 24,032 ▲ 2.9 % 

A ▲ 750 ▲ 604 ▲ 19.5 % ▲ 1,221 102.2 % ▲ 1,229 0.7 % 

 事 業 費 削 減 目 標 額 B 104 721 729 

 財政調整基金積戻し見込額 D 350 350 350 350 

 年 度 末 残 高 見 込 額 3,930 3,566 ▲ 9.3 % 3,244 ▲ 9.0 % 3,001 ▲ 7.5 % 

うち財政調整基金
(前年度末残高+Ｃ+Ｄ) 1,776 1,533 ▲ 13.7 % 1,291 ▲ 15.8 % 1,048 ▲ 18.8 % 

うちその他特定目的基金 2,154 2,033 ▲ 5.6 % 1,953 ▲ 3.9 % 1,953 0.0 % 

14,893 14,451 ▲ 3.0 % 14,277 ▲ 1.2 % 13,680 ▲ 4.2 % 

Ｄ：各年度中の歳入歳出の増減により最終的に基金に積み戻し、又は取り崩す見込みの額。過年度の実績を基に推計

※　表示単位未満で四捨五入しているため、合計額と一致しない場合があります。

歳
入

市 税

令和８年度
当初予算案

地 方 債 年 度 末 残 高 見 込 額

 収　　　　　　　　　　支

 事業費削減後収支（Ａ+Ｂ）
C ▲ 750 ▲ 500 ▲ 33.3 % ▲ 500 0.0 % ▲ 500 0.0 % 

（単位：百万円、％）

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

歳
出

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

そ の 他 経 費

計

そ の 他 歳 入

計

市 債

国 ・ 県 支 出 金

地 方 交 付 税

地 方 譲 与 税 ・ 税 交 付 金

区分

 (＝財政調整基金取崩し見込額)
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５ 滝沢市中期財政見通しの概要（１／３）                       

「４ 中期財政見通し（令和８年度～令和１１年度）」は、次の内容に基

づき試算しています。将来にわたり持続可能な財政運営を行うため、中期的

な財政収支の見通しを推計し、財源の目途を立てながら、計画的に財政運営

を行います。 

（１）試算期間 令和８年度から令和１１年度まで（４年間） 

（２）会計単位 一般会計 

（３）令和８年度以降の主な事業の見通しは、次表のとおりです。 

事 業 概 要 年度 概算事業費 

◇滝沢市役所庁舎の老朽化に伴う施設改修  

  老朽化が著しい庁舎等の大規模改修のための経

費が見込まれ、緊急性や必要性を判断しながら実

施します。地方債や地域整備特別対策事業基金の

活用を検討します。 

Ｒ８ 約 0.4 億円 

Ｒ９ 約 0.9 億円 

Ｒ10 約 0.9 億円 

Ｒ11 約 0.9 億円 

合計 約 3.1 億円 

◇滝沢消防署整備に係る事業  

老朽化した滝沢消防署庁舎について、消防防災

拠点としての機能向上を図るための建替えを予定

しております。国の補助金及び地方債の活用を検

討します。 

Ｒ８ 約 0.1 億円 

Ｒ９ 約 1.7 億円 

Ｒ10 約 14.0 億円 

Ｒ11 － 

合計 約 15.8 億円 

◇一本木柳沢線外１道路改修に係る事業 

陸上自衛隊の各種訓練等の移動のために利用さ

れる一本木地区の道路の拡幅工事を予定していま

す。国の補助金及び地方債の活用を検討します。 

Ｒ８ 約 0.5 億円 

Ｒ９ 約 0.6 億円 

Ｒ10 約 0.8 億円 

Ｒ11 約 1.8 億円 

合計 約 3.7 億円 
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５ 滝沢市中期財政見通しの概要（２／３）                       

（４）試算条件（用語解説を含む。） 

≪歳入≫ 

 

【市税】 

市に納税する税金の総称。市民税の生産年齢人口の減少による影響

や固定資産税の中心拠点に係る影響等を鑑みて推計。 

 

【地方譲与税・税交付金】  

地方譲与税は、本来地方税となるべき税源を、形式上一旦国税とし

て徴収し、これを地方公共団体に対して譲与するお金。交付金は県税

として徴収される税の一部を法律に基づき地方公共団体へ交付するお

金。令和８年度当初予算額と同額として推計。 

 

【地方交付税】 

地域ごとの状況の違いによって生じる差等を調整し、地方公共団体

が行政運営を行うために不足する財源を国が保障し交付するお金。令

和８年度当初予算額を基に市税の収入の見込み等により推計。 

 

【国・県支出金】 

国や県が使途を指定して市に交付するお金。事業見通し等における

特定財源の見込みにより推計。 

 

【地方債】 

地方公共団体が長期間にわたって使用される道路等公共施設の整備

や保全・更新等のために借入するお金。令和８年度当初予算額及び事

業見通し等における特定財源の見込みにより推計。 

 

【その他収入】 

上記いずれにも該当しない使用料・手数料や諸収入等を計上。令和

８年度当初予算額と同額で推移するものとし、各年度に必要と見込ま

れる各基金の取崩額を加算し推計。 
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５ 滝沢市中期財政見通しの概要（３／３）                       

（４）試算条件（用語解説を含む。）続き  

≪歳出≫ 

 

（義務的経費） 

毎年必ず支出が必要となる経費の総称。人件費、扶助費、公債費か

ら構成されます。 

 

【人件費】（義務的経費） 

職員の給与、退職金、各報酬等の経費。令和８年度当初予算額、定

年退職数（定年延長分を含む。）及び採用人数を考慮し、昨今の人事

院勧告による給与改定率を乗じて推計。会計年度任用職員及び各報酬

等にも人事院勧告による給与改定率を乗じて推計。 

 

【扶助費】（義務的経費） 

児童手当、生活保護、医療費の援助等、主に福祉に要する経費。令

和８年度当初予算額及び事業見通し等の今後の見込みにより推計。 

 

【公債費】（義務的経費） 

地方債の返済に要する経費。令和８年度当初予算額及び事業見通し

等における特定財源（市債）等により推計。新規の市債発行条件は、

借入利率２．５％、元利均等償還により推計。 

 

【投資的経費】 

公共施設等の建設に要する経費。令和８年度当初予算額及び事業見

通し等の今後の見込みにより推計。 

 

【その他経費】 

行政事務に必要とする物品購入、委託料等の経費。令和８年度当初

予算額及び事業見通し等の今後の見込み並びに物件費には昨今の物価

上昇率を乗じて推計。 
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【資料１】滝沢市財政指標等分析表（一般会計） 

本資料は、滝沢市中期財政運営方針の参考資料として、滝沢市

のこれまでの決算を基に財政状況を表す財政指標等の推移と特徴

をまとめたものです。 

これらの財政指標の推移を注視しながら、健全な財政運営に取

り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年２月 

企画総務部財務課 
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〇経常収支比率                          

 

◆計算式 

 
経常収支比率 ＝  

経常的経費充当一般財源   

 経常一般財源収入額   

◆用語解説等 

経常収支比率は、経常的経費（人件費・扶助費・公債費等）に対して、

経常的収入（市税・地方交付税等）をどの程度充当しているかを表してい

ます。この指標は、財政構造の弾力性（自由に使えるお金がどれくらいあ

るか）を判断するために用いられ、比率が高いほど、財政の硬直化が進ん

でいることとなり新たな事業への財源確保が困難になります。  

昭和４０年代は、７５％程度が適正とされていましたが、社会状況の変

化に伴う扶助費等の義務的経費の増加により、ほとんどの地方公共団体に

おいて、９０％を超えており地方の財政構造が変化しています。  

 

◆滝沢市の特徴 

滝沢市でも９０％前後を推移してきましたが、令和２年度からは９０％

を下回る状況となっており、令和６年度決算においては２年連続比率が上

昇したものの、依然として全国平均・岩手県平均と比較して低い状況にあ

ります。 

しかしながら、物価高等の影響や高齢化率の上昇等による社会保障給付

の増大により経常経費の増加が見込まれるため、社会情勢の動向を注視し

ながら、財政の硬直化が進まないよう自主財源の確保と経常的経費の抑制

を図ることが必要です。 

92.5
91.8

89.7

91.2

87.7

83.8

88.1
89.0 89.2

88.0
89.8

91.3

92.6

91.1

88.8

91.8
92.4

93.3

92.5 92.8 93.0
93.6

93.1

88.9

92.2
93.1 93.3

80

85

90

95

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

経常収支比率の推移

滝沢市 岩手県平均 全国平均

低

財
政
構
造
の
弾
力
性

高

(％ ) 

(年度 ) 



2 

〇実質収支・実質単年度収支                    

 

◆計算式 

 ・実 質 収 支 ＝歳入決算総額－歳出決算総額－翌年度繰越財源   

 ・実質単年度収支 ＝単年度収支（実質収支－前年度実質収支）  ＋ 

黒字要素（財政調整基金積立額＋地方債繰上償還

額） － 赤字要素（財政調整基金取崩額）  

 

◆用語解説等 

実質収支は、歳入歳出決算額の差引（形式収支）から翌年度へ繰り越す

べき財源を差し引いた純剰余金（赤字の場合は純損失金）の額です。  

実質単年度収支は、単年度収支に黒字及び赤字要素を加減した額です。 

赤字は、基金等を取崩しながら資金をやり繰りしている状態にあり、赤

字状態が続く場合は基金が減少し続ける状態となります。  
 

◆滝沢市の特徴 

滝沢市では、平成２７年度から取り組んできた滝沢市財政構造改革の成

果により平成２８年度以降のほとんどの年で黒字化を達成していました

が、令和６年度は物価高騰の影響や社会保障経費の増大に対応するために

財政調整基金の取崩額が増大したため、赤字となりました。  

今後は中期財政運営方針に基づき、歳出削減及び基金の管理を図りなが

ら、健全な財政運営に取り組むことが重要です。  
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〇財政力指数                           

 

◆計算式 

 
財政力指数 ＝  

基準財政収入額   

 基準財政需要額   

 

◆用語解説等 

財政力指数とは、標準的な行政活動を行うための費用をどの程度自力で

調達しているかを示す指標です。普通交付税の算定に用いる基準財政収入

額（標準的収入）を基準財政需要額（標準的行政経費）で除して算出する

指数であり、１を超える場合は普通交付税の不交付団体となります。財政

力指数が１に近いほど普通交付税算定上のいわゆる留保財源が大きいこと

になり、財源に余裕がある（財政力が強い）といえます。（基準財政収入

額、基準財政需要額ともに国が地方交付税法で定めた一定の方法によって

合理的に算定されるものであり、実際の滝沢市の収入、支出により算定さ

れるものではありません。） 

 

◆滝沢市の特徴 

滝沢市は、財政力指数が２年連続で減少したものの、０．６前後を推移

しており、全国平均・岩手県平均をいずれも上回っています。 

財政力指数に大きな変動がないのは、税収入等や普通交付税の算定にお

ける基準財政需要額の主要な算定数値となる人口等の増減が少ないことが

主な要因と考えられます。 

0.57 0.58 0.59 0.60 0.60 0.59 0.59 0.58 0.57 

0.35 0.35 0.36 0.37 0.37 0.37 0.37 0.37 0.37 

0.50 0.51 0.51 0.51 0.51 0.50 0.49 0.48 0.49 
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0.6

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

財政力指数（３か年平均）の推移

滝沢市 岩手県平均 全国平均

高

財
政
力

低

(年度 ) 
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〇地方債残高                           

 

◆用語解説等 

地方債残高は、地方公共団体が長期間にわたって使用する道路等の公共

施設の整備や保全・更新等のために借入した元金の残高です。 

また、地方債は事業の性質により種類が分類され、その種類によっては

後年度における地方公共団体の元利償還金に対し、国が普通交付税の基準

財政需要額（公債費）において財政措置をするものがあります。（臨時財

政対策債は、国から交付される地方交付税の不足額を補填するため、その

元利償還金の全額を後年度以降の地方交付税で財政措置されています。） 

 

◆滝沢市の特徴 

大型建設事業として交流拠点複合施設、滝沢中央小学校、滝沢中央スマ

ートインターチェンジの整備が集中したことにより令和元年度に地方債残

高のピークを迎えていましたが、令和２年度以降は減少傾向となっていま

す。 

地方債の償還金は義務的経費であり、その増加は経常収支比率を悪化さ

せ財政の硬直化に繋がることから、今後も地方債残高の見込みに留意しな

がら、国の交付税措置がある地方債の発行を幅広く検討するとともに、事

業の優先順位を付け、公共施設等の長寿命化を含めた建設事業の実施を検

討する必要があります。 
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〇健全化判断比率                        
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 ◆用語解説等 

健全化判断比率は、地方公共団体の財政状況を客観的に財政の早期健全

化や再生の必要性を判断するための次の４つの財政指標です。  

①実 質 赤 字 比 率 一般会計の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化

の度合いを示すもの。 

②連結実質赤字比率   全ての会計の黒字・赤字額を合算し、赤字の程度

を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示すもの。  

③実 質 公 債 費 比 率  地方債の返済額とこれに準じる額の大きさを指標

化し資金繰りの程度を示すもの。数値が小さいほど

借入金返済の負担が少ない。 

④将 来 負 担 比 率  市の借金総額を標準財政規模と比較して、将来、

どの程度財政を圧迫する可能性があるか度合いを示

すもの。数値が大きいほど将来負担が大きい。  

早期健全化・再生の必要性を判断するため、地方公共団体の財政の健全

化に関する法律第３条の規定により健全化判断比率を、第２２条の規定に

より資金不足比率を監査委員の審査に付し、議会に報告、公表しなければ

なりません。健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準を上回る場合は

「財政健全化計画」を、更に財政再生基準を上回る場合は「財政再生計画

」を公表した年度中に定め、議会の議決を経て知事に協議し、同意を得な

ければなりません。 

また、財政再生団体は「財政再生計画」に総務大臣の同意を得なければ

、災害復旧事業債を除き、地方債の借入ができません。 

 

◆滝沢市の特徴 

実質公債費比率は、令和元年度に一部事務組合等の一部償還の終了に伴

い前年比で減少していますが、その後はおおむね横ばいの状況です。 

将来負担比率は、令和６年度においては、基金等の充当可能財源が減少

したことにより、前年度比で２．７ポイントの増となっています。 

これらの指標を岩手県の内陸の市（※）及び全国の市町村の平均と比較

すると、岩手県内では比較的健全な状況にあるといえますが、全国の市町

村との比較では公債費負担が高く将来負担が大きい状況にあるといえます

。引き続き、事業の優先順位を精査し、地方債の発行について適正に検討

する必要があります。 

 

※ 岩手県沿岸の市は、震災復興関連事業に係る基金の積上げ額が大き

く、将来負担比率が低く算定される傾向にあるため、平均値の算出か

ら除外しています。 

 滝沢市では、以下のとおり全ての健全化判断比率がいずれの基準も下回って

おり「早期健全化団体」、「財政健全化団体」に該当しません。  
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◆早期健全化基準（いわゆるイエローカード）  

令和６年度 

健全化判断比率（％）  

実質赤字比率  
連結実質 

赤字比率 

実質公債費 

比率 
将来負担比率 

市町村の 

早期健全化基準 
11.25～15 16.25～20 25 350 

滝沢市の 

早期健全化基準 
13.08 18.08 25 350 

滝沢市 
― 

赤字ではない 

― 

赤字ではない 
6.2 32.1 

基準を下回るか 

（〇） 
〇 〇 〇 〇 

 

◆財政再生基準（いわゆるレッドカード）  

令和６年度 

再生判断比率（％）  

実質赤字比率  
連結実質 

赤字比率 

実質公債費 

比率 

 

市町村の 

財政再生基準 
20 30 35 

滝沢市の 

財政再生基準 
20 30 35 

滝沢市 
― 

赤字ではない 

― 

赤字ではない 
6.2 

基準を下回るか 

（〇） 
〇 〇 〇 
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〇特別会計繰出金                         

 

◆用語解説等 

特別会計とは、特定の事業を行う場合その他特定の歳入（保険料収入等

）により事業を行う場合に、経理を他の会計と区別する必要があるため、

法律や条例に基づいて設置しているものです。  

特別会計繰出金とは、一般会計から一定のルールに基づき特別会計に支

出（繰出し）する経費のことです。会計によってはその財源不足を補てん

するため、一般会計からの繰出金などにより、その収支を保ち、事業を実

施しています。 
 

◆滝沢市の特徴 

滝沢市における特別会計繰出金は、平成２８年度の約１３．４億円を基

準にすると、令和６年度は約２５％増の約１６．６億円となっています。 

国民健康保険特別会計では、加入者の高齢化や高度医療の増加等から、

医療費が増加し、市の法定負担分の繰出金が増加しています。  

後期高齢者医療特別会計（岩手県後期高齢者医療広域連合への拠出金を

含む。）と介護保険特別会計では、高齢者の増加に伴う医療費・介護費の

増加により、市の法定負担分の繰出金が増加しています。  

 

今後も高齢者人口の増加傾向は続く見込みであると同様に、特別会計へ

の繰出金の増加傾向も続く見込みであることから、持続可能な社会保障制

度を維持していくために、健康寿命の延伸が重要な課題となっています。  
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特別会計繰出金の推移

介護保険特別会計及び

介護サービス事業特別会

計
後期高齢者医療特別会計

(広域連合拠出金を含む)

国民健康保険特別会計

平成28年度を基準とした

繰出金増加率

平成28年度を基準とした

65歳以上人口の増加率

平成28年度を基準とした

75歳以上人口の増加率

48.4

25.2

23.3



【資料２】今後１０年間の財政見通し（令和８年度～令和１８年度）

（単位：百万円）

R8 R10 R12 R14 R16 R18

5,817 5,810 5,774 5,812 5,777 5,732

1,922 1,922 1,922 1,922 1,922 1,922

5,305 5,440 5,832 5,909 6,175 6,389

6,933 7,699 7,208 7,566 7,749 7,938

1,938 1,324 559 873 873 873

1,335 1,336 1,246 1,311 1,312 1,312

23,250 23,531 22,541 23,393 23,808 24,166

R8 R10 R12 R14 R16 R18

12,935 12,382 12,673 13,103 13,493 13,900

　人件費 3,359 3,594 3,604 3,830 4,002 4,182

　扶助費 6,936 7,290 7,667 7,902 8,143 8,392

　公債費 2,640 1,498 1,402 1,371 1,348 1,326

投資的経費 1,151 2,826 977 1,687 1,868 1,550

その他の経費 9,914 9,543 9,911 9,652 9,083 9,484

24,000 24,751 23,561 24,442 24,444 24,934

▲ 750 ▲ 1,220 ▲ 1,020 ▲ 1,049 ▲ 636 ▲ 768

（単位：人）

R8 R10 R12 R14 R16 R18

53,876 53,545 51,656

6,593 6,175 5,614

31,804 31,002 29,298

15,479 16,368 16,744

　市債

　15歳以上65歳未満

市人口

歳入

　市税

　地方譲与税・税交付金

　地方交付税

　国・県支出金

　総人口

　15歳未満

　65歳以上

　その他収入

計

歳出

義務的経費

計

収支

●試算条件

本財政見通しは、昨今の物価高騰及び人件費の上昇が継続

することを前提に試算しています。

概ね令和11年度までの中期財政見通しの試算条件を踏襲し

ていますが、推計期間延長に伴う試算条件の変更点は、以

下のとおりです。

（歳入）

■国・県支出金

扶助費の要素を含む支出金は扶助費の直近の伸び率を乗じ

て算出、その他の支出金はR9からR13までの平均値で算出。

■市債

R14以降はR9からR13までの平均値で算出。

（歳出）

■投資的経費

R14以降はR9からR13での平均値を算出し、そこに滝沢市公

共施設等総合管理計画（R4.12月改定分）にて見込まれてい

る公共施設の大規模改修等の経費を加算。

（市人口）

■R8はR8.1.1時点の人口。

■R12及びR18は国立社会保障・人口問題研究所にて試算し

た将来推計人口を採用。

●今後の財政見通し

・歳入では、大きな割合を占める市税が、人口減少、生産年齢人口の減に伴い減少する見込みとなっています。

・歳出では、人口が減少する一方、高齢者人口が増加するため、扶助費が増大する見込みとなっています。

・ごみ処理広域化の施設整備の期間中は、既存のごみ処理施設運営費との二重負担が生じ、負担金が増大する見込みとなっています。

・このほか、滝沢市公共施設等総合管理計画では、令和19年度以降に公共施設の大規模な改修や建替工事が予定されており、令和19年度から令和23年度

までの5年間で総額約53億円、令和24年度から令和26年度までの3年間で総額約82億円と試算されています。
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